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【議題（１）】第11次豊山町高齢者福祉計画・第10次豊山町介護保険事業計画の

策定について 

 

１ 諮問要旨 

介護保険制度は、2000年の施行から25年が経過し、「介護は社会全体で支えるもの」という理

念のもと、全国の自治体で様々な取り組みが進められてきた。一方で、少子高齢化の進展や介護

人材の不足、介護給付費の増加といった課題が顕在化し、制度の持続可能性が問われる状況とな

っている。 

豊山町においても、特に85歳以上の高齢者人口が増加傾向にある中、要介護認定者の重度化や

施設サービスの利用割合の高さなど、介護費の上昇につながる要因が見られる。あわせて、将来

的に団塊ジュニア世代が高齢期を迎えることから、介護予防や健康づくりの施策を早期から推進

する必要がある。 

また、在宅介護を支える家族の支援、認知症への対応、地域での支え合い体制の構築など、多

方面にわたる施策の充実が求められており、本町の高齢者施策の今後の方向性を定める重要な時

期を迎えている。 

ついては、令和９年度から令和11年度までを計画期間とする「第11次高齢者福祉計画」及び

「第10期介護保険事業計画」の策定にあたり、豊山町の高齢者が住み慣れた地域で安心して暮ら

し続けられるよう、地域の実情を踏まえた施策の方向性について、諮問する。 

 

２ 計画の位置付け 

・各市町村は、老人福祉法第20条の８の規定に基づく高齢者福祉計画及び介護保険法第117条の

規定に基づく介護保険事業計画を策定しなければならない。 

・現行の第９次豊山町介護保険事業計画は令和８年度で終了するため、令和９年度からの新た

な計画を令和７年度及び令和８年度の２か年で策定する。 

・老人福祉法第20条の８に基づく高齢者福祉計画は介護保険事業計画と一体のものとして作成

する必要がある。 

 

３ 計画期間（３年計画） 

・現計画：令和６年度から令和８年度までの３年間 

 ・新計画：令和９年度から令和11年度までの３年間 
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４ 計画の性格 

・高齢者福祉計画 

すべての高齢者が生きがいを持ち、住み慣れた地域において安らぎのある生活を営むことが

できるような社会を目指し、高齢者に対する福祉の目標等を定めるもの。 

・介護保険事業計画 

  計画期間の各年度のサービスごとの利用量の見込みや、介護保険サービスの円滑な提供を図

るための事業等について定めるとともに、保険料を算定するための基礎にもなるもの。 

 

５ 次期計画への課題 

前期高齢者（65歳～74歳）の人口は減少しているものの、後期高齢者（75歳以上）と要介護認

定者は増加している。さらには、令和４年度に実施したアンケート調査において健康状態が悪い

と回答した高齢者が多くを占めた。介護保険料の抑制には、健康増進が重要となるとともに、人

口割合の多い団塊ジュニア世代が高齢者になる2040年問題も見据えた取組が必要になる。 
 

資料１ 認定者及び高齢者等の推移 
 

項目 
第7次（H30-R2） 
R3.3.31時点 

第8次（R3-R5） 
R6.3.31時点 

第9次（R6-R8） 
R7.7.1時点 

要支援・要介護認定者 
581人 

 

629人 

（+48人） 

651人 

（+22人） 

前期高
齢者 65歳以上～75歳未満 

1,729人 

 

1,437人 

（△292人） 

1,373人 

（△64人） 

後期高
齢者 

75歳以上～85歳未満 
1,411人 

 

1,562人 

（+151人） 

1,595人 

（+33人） 

85歳以上 
393人 

 

481人 

（+88人） 

536人 

（+55人） 

高齢者（65歳以上） 
3,533人 

 

3,480人 

（△53人） 

3,504人 

（+24人） 

健康状態が悪い高齢者の割合 
18.2％ 

 

22.2％ 

（+4.0％） 
－ 
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資料２ 人口の年齢分布（団塊ジュニア世代(令和6年時点では50歳～53歳)周辺の人口が多い) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

６ 豊山町の特徴と基本的な考え方 

 

 

 

 

 

７ スケジュール（予定） 

令和７年度 

８月：第１回審議会 実績報告、計画策定の諮問 

１０月：第２回審議会 アンケート調査内容について 

  １１月：アンケート調査実施 

令和８年度 

７月：第１回審議会 町の現状と課題（アンケート調査結果報告） 

９月：第２回審議会 計画の骨子、高齢者福祉施策、介護保険サービス量 

１２月：第３回審議会 計画案、介護保険料 

  １月：パブリックコメント実施 

２月：第４回審議会 計画案の最終確認・答申 

    ３月：計画書完成 

後期高齢者が増加 

５０歳前後の団塊 

ジュニアの世代が多い 

特
徴 

基
本
的
な
考
え
方 

介護が必要になる 

年齢を遅らせる 

健康な人を増やす 

R6.10.1時点 
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【議題（２）】令和６年度介護保険事業の実績報告について 

 

１ 高齢者の人口等の推移（年度末時点） 

 ・人口 

「総人口」及び「65歳以上」の人口は横ばいとなっているが、65歳以上の内訳を見ると「65

歳以上75歳未満」の人口が2年間で約10％減少しており、反対に75歳以上の人口は増加してい

る。特に「85歳以上」の人口は約20％の増加となっている。 

 ・認定 

  75歳以上の人口の増加に伴い「要支援・要介護認定者」も増加している。 

・給付費 

「要支援・要介護認定者」の増加に伴い「給付費」も増加している。R4からR5の伸びに比べ

て、R5からR6の伸びは減少している。「居宅サービス」、「居住系サービス」はR5までは横ば

いだったが、直近では大きく伸びており、「地域密着型サービス」及び「施設サービス」は横

ばいとなっている。 

 内容 R4年度 R5年度 R6年度 2年間での増減 

人
口 

総人口（人） 15,871 15,934 15,971 +0.6％（+100人） 

65歳以上（人） 3,485 3,480 3,521 +1.0％（+36人） 

・65歳以上75歳未満（人） 1,546 1,437 1,387 △10.3％（△159人） 

・75歳以上85歳未満（人） 1,503 1,562 1,608 +7.0％（+105人） 

・85歳以上（人） 436 481 526 +20.6％（+90人） 

高齢化率（％） 22.0 21.8 22.1 +0.1％ 

認
定 

要支援・要介護認定者（人） 588 629 640 +8.8％（+52人） 

認定率（％） 16.9 18.1 18.2 +1.3％ 

給
付
費 

給付費（千円） 932,451 984,680 1007,062 +8.0％（+74,611千円） 

・居宅サービス（千円） 412,651 427,142 458,998 +11.2％（+46,347千円） 

・居住系サービス（千円） 36,965 36,865 46,289 +25.2％（9,324千円） 

・地域密着型サービス（千円） 80,444 89,164 84,739 +5.3％（4,295千円） 

・施設サービス（千円） 357,652 379,567 365,274 +2.1％（7,622千円） 

・高額介護介護サービス 22,752 26,652 27,021 +18.8％（4,269千円） 

・特定入居者介護サービス 19,745 22,315 21,973 +11.3％（2,228千円） 

・高額医療合算介護サービス 2,212 2,975 2,768 +25.1％（556千円） 
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２ 介護保険サービスの利用状況 

(１) 居宅サービス（R4：396,554千円 → R5：427,142千円 → R6：458,998千円） 

①訪問系サービス（R4：117,302千円 → R5：130,140千円 → R6：149,771千円） 

「訪問介護」、「訪問看護」の利用者が多く、「訪問入浴介護」の利用者と予防の「訪問看 

護」に利用者が伸びている。 

種
別 内容 区分 R4年度 R5年度 R6年度 

2年間で

の増減 

訪
問
介
護 

ホームヘルパーが利用者の家庭を訪
問して、入浴・排せつ・食事などの
介護や調理・洗濯・掃除などの家事
など日常生活上の世話を行う。 

介
護 

給付費（千円） 81,165 88,455 96,722 +19.2% 

回数 39.3 37.9 40.3 +2.5％ 

人数 755 837 874 +15.8％ 

訪
問
入
浴
介
護 

自宅を訪問し、簡易浴槽を家庭に持
ち込み、入浴の介護を行う。 

予
防 

給付費（千円） 0 0 0 － 

回数 0 0 0 － 

人数 0 0 0 － 

介
護 

給付費（千円） 4,908 5,907 7,488 +52.6％ 

回数 5.0 4.9 4.5 △10.0％ 

人数 81 101 135 +66.7％ 

訪
問
看
護 

訪問看護ステーションや病院・診療
所の看護師などが自宅を訪問し、療
養上の世話や必要な診療の補助を行
う。 

予
防 

給付費（千円） 1,935 1,770 3,681 +90.2％ 

回数 9.0 9.8 8.9 △1.1％ 

人数 65 56 100 +53.8％ 

介
護 

給付費（千円） 28,797 33,729 41,188 +43.0％ 

回数 13.4 13.6 14.4 +7.5％ 

人数 497 581 680 +36.8％ 

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー 

シ
ョ
ン 

理学療法士・作業療法士が自宅を訪
問し、理学療法・作業療法などの必
要なリハビリテーションを行う。 

予
防 

給付費（千円） 202 127 548 +171.3％ 

回数 10.5 7.4 15.7 +49.5％ 

人数 8 7 12 +50.0％ 

介
護 

給付費（千円） 295 152 144 △51.2％ 

回数 14.7 15.0 11.6 △21.1％ 

人数 7 4 5 △28.6％ 
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②通所系サービス（R4：155,719千円 → R5：146,430千円 → R6：140,821千円） 

「通所介護」の利用者が多く、予防の「通所リハビリテーション」の利用者が伸びている。 

種
別 内容 区分 R4年度 R5年度 R6年度 

2年間で

の増減 

通
所
介
護 

事業所で入浴や食事などの日常生活
上の世話、相談・助言や機能訓練な
どを行う。 

介
護 

給付費（千円） 128,755 118,591 110,979 △13.8％ 

回数 12.2 11.6 11.1 △9.0％ 

人数 1,289 1,263 1,209 △6.2％ 

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ
ョ
ン 

老人保健施設や病院・診療所など
で、心身機能の維持回復や日常生活
の自立を助けるための理学療法・作
業療法などのリハビリテーションを
行う。 

予
防 

給付費（千円） 6,062 5,565 8,019 +32.3％ 

人数 166 154 205 +23.5％ 

介
護 

給付費（千円） 20,902 22,274 21,823 +4.4％ 

回数 9.8 9.1 9.7 △1.1％ 

人数 240 265 247 +2.9％ 
 
 

③短期入所系サービス（R4：34,162千円 → R5：38,464千円 → R6：45,831千円） 

「短期入所生活介護」の利用者は増加傾向にある。 

種
別 内容 区分 R4年度 R5年度 R6年度 

2年間で

の増減 

短
期
入
所
生
活
介
護 

特別養護老人ホームなどに短期間入
所し、入浴・排せつ・食事などの介
護、その他の日常生活上の世話や機
能訓練を行う。 

予
防 

給付費（千円） 187 51 194 +3.7％ 

回数 8.3 7.0 9.7 +16.9％ 

人数 4 1 3 △25.0％ 

介
護 

給付費（千円） 33,461 36,717 44,002 +31.5％ 

回数 13.0 13.1 13.9 +6.9％ 

人数 294 327 366 +24.5％ 

短
期
入
所
療
養
介
護 

介護老人保健施設や介護療養型医療
施設に短期間入所し、看護・医学的
管理下の介護や機能訓練など、必要
な医療や日常生活の世話を行う。 

予
防 

給付費（千円） 0 0 0 － 

回数 0 0 0 － 

人数 0 0 0 － 

介
護 

給付費（千円） 514 1,696 1,635 +218.0％ 

回数 10.5 7.7 7.4 △29.5％ 

人数 4 18 16 +300.0％ 
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④居宅での暮らしを支えるサービス（R4:89,371千円 → R5:112,108千円 → R6:122,575千円） 

居宅介護支援を除くと、「福祉用具貸与」、「居宅療養管理指導」の利用者が多く、全体的

に予防の利用者が伸びている。 

種
別 内容 区分 R4年度 R5年度 R6年度 

2年間で

の増減 

居
宅
療
養
管
理 

指
導 

病院、診療所、薬局の医師、歯科医
師や薬剤師などが自宅を訪問し、心
身状況や環境などを把握の上、療養
上の管理や指導を行う。 

予
防 

給付費（千円） 886 619 1,109 +25.2％ 

人数 50 55 93 +86.0％ 

介
護 

給付費（千円） 16,097 17,004 19,337 +20.1％ 

人数 957 1,037 1,196 +25.0％ 

居
宅
介
護
支
援

（
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
） 

介護支援専門員が心身の状況、置か
れている環境や意向などを勘案し、
居宅サービス計画を作成し、事業者
との連絡調整などを行う。また施設
に対して必要な情報提供を行う。 

予
防 

給付費（千円） 4,340 4,597 6,598 +52.0％ 

人数 912 957 1,243 +36.3％ 

介
護 

給付費（千円） 48,015 48,941 52,281 +8.9％ 

人数 2,871 2,972 2,952 +2.8％ 

福
祉
用
具
貸
与 

福祉用具の貸与に要する費用の一部
を支給する。 

予
防 

給付費（千円） 5,506 5,656 8,362 +51.8％ 

人数 778 847 1,099 +41.3％ 

介
護 

給付費（千円） 26,800 29,895 30,031 +12.1％ 

人数 1,963 2,069 2,071 +5.5％ 

特
定
福
祉
用
具 

購
入
費 

排せつや入浴など、貸与が適当でな
い福祉用具を購入した費用の一部を
支給する。 

予
防 

給付費（千円） 222 227 540 +143.2％ 

人数 12 9 23 +91.7％ 

介
護 

給付費（千円） 910 1,431 1,093 +20.1％ 

人数 34 43 36 +5.9％ 

住
宅
改
修
の
補
助 

手すりの取り付けや段差の解消な
ど、小規模な住宅改修に要する費用
の一部を支給する。 

予
防 

給付費（千円） 1,428 1,352 1,768 +23.8％ 

人数 12 10 21 +75.0％ 

介
護 

給付費（千円） 1,264 2,386 1,456 +15.2％ 

人数 18 23 20 +11.1％ 

 

(２)居住系サービス（R4：36,965千円 → R5：36,865千円 → R6：46,289千円） 

R5までは横ばいであったが、直近では利用者が増加している。 

種
別 内容 区分 R4年度 R5年度 R6年度 

2年間で

の増減 

特
定
施
設
入
居

者
生
活
介
護 

有料老人ホームやケアハウスなど
で、入浴・排せつ・食事などの介
護、生活などに関する相談・助言、
機能訓練や療養上の世話を行う。 

予
防 

給付費（千円） 1,678 595 878 △47.7％ 

人数 20 8 11 △45.0％ 

介
護 

給付費（千円） 35,287 36,270 45,411 +28.7％ 

人数 182 183 227 +24.7％ 
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(３)地域密着型サービス（R4：80,444千円 → R5：89,164千円 → R6：84,739千円） 

全体的には利用者は微増となっている。 

種
別 内容 区分 R4年度 R5年度 R6年度 

2年間で

の増減 

定
期
巡
回
・
随

時
対
応
型
訪
問

介
護
看
護 

定期的に利用者の居宅を巡回し、入
浴、排せつ、食事等の日常生活上の
世話を行う。 

介
護 

給付費（千円） 383 4,915 4,630 +1108.9％ 

人数 4 20 24 +500.0％ 

認
知
症
対
応
型

共
同
生
活
介
護 

町内に在住で認知症の状態にある要
介護・要支援者に対して、共同生活
を営むべき住居で、入浴、排せつ、
食事などの介護やその他の日常生活
上の世話や機能訓練を行う。 

予
防 

給付費（千円） 0 0 0 － 

人数 0 0 0 － 

介
護 

給付費（千円） 30,079 30,964 31,451 +4.6％ 

人数 101 103 108 +6.9％ 

小
規
模
多
機
能

型
居
宅
介
護 

在宅での生活を継続できるよう、
「通い」を中心として、利用者の状
態や希望に応じて、随時「訪問」や
「泊り」を組み合わせてサービスを
提供する。 

予
防 

給付費（千円） 0 0 0 － 

人数 0 0 0 － 

介
護 

給付費（千円） 0 0 0 － 

人数 0 0 0 － 

地
域
密
着
型
通
所
介
護 

町内に在住の要介護・要支援者に対
して、事業所で入浴や食事などの日
常生活上の世話・相談・助言や機能
訓練を行う。 

予
防 

給付費（千円） 0 0 0 － 

回数 0 0 0 － 

人数 0 0 0 － 

介
護 

給付費（千円） 49,982 53,285 48,658 △2.6％ 

回数 13.0 13.9 12.2 △6.2％ 

人数 445 441 463 +4.0％ 

 

(４)施設サービス（R4：357,652千円 → R5：379,567千円 → R6：365,274千円） 

利用者は年度ごとにばらつきがみられる。 

種
別 内容 区分 R4年度 R5年度 R6年度 

2年間で

の増減 

介
護
老

人
福
祉

施
設 

特別養護老人ホーム。入浴・排せ
つ・食事など生活上の世話、機能訓
練健康管理や療養上の世話を行う。 

介
護 

給付費（千円） 230,570 243,381 228,225 △1.0％ 

人数 888 899 809 △8.9％ 

介
護
老

人
保
健

施
設 

看護、医学的管理下での介護や機能
訓練など、必要な医療や日常生活上
の世話を行う。 

介
護 

給付費（千円） 100,611 114,291 121,328 +20.6％ 

人数 346 381 389 +12.4％ 

介
護
療

養
型
医

療
施
設 

医学的管理下における介護や機能訓
練、その他必要な医療を行う。R6年
末廃止。 

介
護 

給付費（千円） 0 0 0 － 

人数 0 0 0 － 

介
護
医

療
院 

日常的な医学管理や看取り等の医療
機能と生活施設の機能を兼ね備える
施設。 

介
護 

給付費（千円） 26,471 21,895 15,721 △40.6％ 

人数 75 61 41 △45.3％ 
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３ 町独自サービスの利用状況 

利用者が多いサービスは「配食サービス」、「タクシー利用の助成」、「家族介護用品購入の

助成」であり、特に「家族介護用品購入の助成」の利用者は多い。反対に「ホームヘルプサービ

ス」、「日常生活用具の貸与」の利用者はほとんどない。「住宅改修の補助」は１件当たりの補

助額が高い傾向がある。 

  

種
別 内容 区分 R4年度 R5年度 R6年度 

2年間で

の増減 

ホ
ー
ム
ヘ

ル
プ
サ
ー

ビ
ス 調理、洗濯や掃除など家事に関する援助を

行う。 

金額（千円） 0 0 0 － 

人数 0 0 0 － 

配
食
サ
ー

ビ
ス 

配食サービス業者が、自宅にお弁当を配
達。1食あたり140円を助成。 
※R6年度：27.2千円／人 

金額（千円） 1,238 1,059 1,250 +1.0％ 

人数 49 44 46 △6.1％ 

緊
急
通
報

福
祉
電
話 

自宅で使用する緊急通報用の福祉電話器
や、火災報知機を貸与。基本料金無料。 
※R6年度：41.4千円／人 

金額（千円） 278 267 207 △25.4％ 

人数 5 4 5 ±0％ 

日
常
生
活

用
具
の
貸

与 

対象者の自宅で使用するガス漏れ警報器や
電磁調理器を貸与。無料。 

金額（千円） 0 0 0 － 

人数 1 0 0 △100％ 

寝
具
選
択

乾
燥
委
託

の
補
助 

敷布団などの洗濯・乾燥・消毒を業者に委
託した場合の費用を助成。1回あたり7,000
円まで助成。 
※R6年度：5.75千円／人 

金額（千円） 25 19 46 +81.9％ 

人数 6 5 8 +33.3％ 

高
齢
者
タ

ク
シ
ー
利

用
の
助
成 

タクシー料金を助成。初乗り運賃と迎車料
金を助成するタクシー利用券を月あたり２
枚交付。 
※R6年度：7.3千円／人 

金額（千円） 520 570 520 △0.1％ 

人数 85 71 71 △16.5％ 

移
送
サ
ー

ビ
ス
の
助

成 リフト付き車両やストレッチャー装着ワゴ
ン車などの利用料金を助成。1回あたり
14,400円まで助成。 
※R6年度：10千円／人 

金額（千円） 36 33 20 △45.1％ 

人数 3 3 2 △33.3％ 

住
宅
改
修

の
補
助 

住宅改修に係る費用を補助。課税世帯
100,000円、非課税世帯300,000円を上限に
助成。 
※R6年度：100千円／人 

金額（千円） 70 582 100 +42.9％ 

人数 1 6 1 ±0％ 

軽
度
生
活

支
援
の
助

成 付き添い、買い物、寝具類の日干し、庭の
手入れや室内外の軽微な修繕などを行った
場合の費用を助成。 
※R6年度：3千円／人 

金額（千円） 53 0 3 △481％ 

人数 4 0 1 △75.0％ 

家
族
介
護

用
品
購
入

の
助
成 

紙おむつ、尿取りパット、使い捨て手袋、
清拭剤など、介護用品の購入費を助成。課
税・非課税、介護度に応じた助成額。 
※R6年度：19.6千円／人 

金額（千円） 3,076 2,991 3,287 +6.8％ 

人数 178 163 168 △5.6％ 
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４ 保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金の評価結果 

①保険者機能強化推進交付金 

保険者機能強化推進交付金は、「事業計画等によるPDCAサイクルの構築状況」、「介護給付

の適正化の取組状況」、「介護人材確保の取組状況」の評価に応じた交付金であり、R6と比較

し大幅に点数が改善（前年比+75.7％）された。 

目標Ⅳは、要介護（要介護１以上）になる人が減った場合に加点される項目であるため、重

度化を防止し、介護が必要な人を抑制する介護予防・健康増進の取組・推進が重要となってく

る。 

指標 配点 R5 R6 前年比 県平均 

目標Ⅰ 持続可能な地域のあるべき姿をかたちにする 100 40 60 +20 60.8 

目標Ⅱ 公正・公平な給付を行う体制を構築する 100  52  84 +32 62.2 

目標Ⅲ 介護人材の確保その他のサービス提供基盤の整備を推進する 100  0  34 +34 47.4 

目標Ⅳ 高齢者がその状況に応じて可能な限り自立した日常生活を営む 160  15  10 △ 5 49.5 

総合計 460  107  188  +81 219.8 

 

②介護保険者努力支援交付金 

介護保険者努力支援交付金は、「介護予防日常生活支援の取組状況」、「認知症総合支援の

取組状況」、「在宅医療介護連携の取組状況」の評価に応じた交付金であり、R6と比較し改善

（前年比+29.6％）された。 

目標Ⅳは、上記の保険者機能強化推進交付金と同じ評価内容であるため、重度化を防止し、

介護が必要な人を抑制する介護予防・健康増進の取組・推進が重要となってくる。 

指標 配点 R5 R6 前年比 県平均 

目標Ⅰ 介護予防/日常生活支援を推進する 109  32  49 +17 52.8 

目標Ⅱ 認知症総合支援を推進する 100  44  41 △3 52.7 

目標Ⅲ 在宅医療・在宅介護連携の体制を構築する 100 34  62 +28 76.3 

目標Ⅳ 高齢者がその状況に応じて可能な限り自立した日常生活を営む 160  15  10 △ 5 49.5 

総合計 469 125  162  +37 231.4 
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【議題（３）】令和６年度地域包括支援センターの実績報告について 
 

１ 地域包括支援センターの事業概要 

（１）介護予防・生活支援サービス事業（サービス事業） 

（２）一般介護予防事業 

（３）包括的支援事業・任意事業 

（４）介護予防支援事業 

 

２ 介護認定者内訳 

 
 

３ 事業ごとの実績報告 

（１）介護予防・生活支援サービス事業（サービス事業） 

 ○事業内容：要支援者等の多様な生活支援ニーズに対応するため、訪問型サービス等に加え、多様

なサービスを整備し、要支援者等の支援をおこなう。 

 ○対象者：①要支援認定を受けた者、②基本チェックリスト該当者（事業対象者） 
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令和5年4月1日

令和6年4月1日

令和7年4月1日

事業対象者 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

事業 内容 Ｒ6年度実績 

訪問型 

サービス 

現行の訪問介護相

当 

事業所ヘルパーによる生活機能の維持・向上を目的

に買い物・掃除などの生活支援サービスの提供を行

う。 

延 372 人 

  1718 回 

かっぽうぎ 

サービス 

町のシルバー人材センターによる生活支援サービス

の提供を行う。 

延 0 人 

  0 回 

通所型 

サービス 

現行の通所介護相

当 

デイサービスにおいて、生活機能の維持・向上を目的

に、運動・入浴・食事等のサービスを提供する。 

延 689 人 

  3721 回 

元気はつらつ 

サロン 

社会福祉協議会に委託し、介護予防に関するサロンを

週1回開催する。 

延 874 人 

  48 回 
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（２）一般介護予防事業 

 ○事業内容：地域の実情に応じた介護予防の取組みを行う。 

 ○対象者：６５歳以上の全ての者 

総人口に
占める割合
（Ｃ/Ａ）

高齢者人口に
占める割合
（Ｃ/Ｂ）

総人口に
占める割合
（Ｄ/Ａ）

高齢者人口に
占める割合
（Ｄ/Ｂ）

15,971人 3,521人 22.0% 1,387人 8.7% 39.4% 2,134人 13.4% 60.6%

令和7年4月1日 時点

総人口
（Ａ）

高齢化率
高齢者人口

（Ｂ）
65～74歳
（Ｃ）

75歳以上
（Ｄ）

 
 

 

事業 内容 詳細 Ｒ６年度実績 

介護予防 

把握事業 

運動・栄養・口腔機

能の低下や閉じこ

もり等がある方に対

して、介護予防教

室や利用できる制

度等を紹介する。 

保健師による支援 

支援 実 134 回 

訪問 延 98 人 

電話 延 19 人 

来所 延 2 人 

フレイルチェックアンケート 

送信数 290 人 

返信数 167 人 

返信率 58 ％ 

ひとり暮らし高齢者等登録 登録者数 230 人 

事業 内容 Ｒ６年度実績 

通所型 

サービス 

短期集中予防 

サービス 

（さんさん会） 

社会福祉協議会に委託し、体操やリハビリ専門職によ

る指導を実施する通所型サービスを週1回開催する。

必要な方には送迎サービスを提供する。 

延 296 人 

  46 回 

生活支援 

サービス 

ほっと安心 

宅配サービス 

栄養改善や見守りを目的とし、配食サービスの利用を

１食あたり１４０円補助する。 

延 252 人 

  6082 回 

介護予防 

ケアマネジメント 

総合事業サービスを利用する要支援者・事業対象者に

対するケアプランの作成及びサービスの調整を行う。 

延 434 人 

直営 148 人 

委託 286 人 



15 

事業 内容 詳細 Ｒ６年度実績 

地域リハビリ

テーション

活動支援事

業 

専門職による助言

等を実施する。 

作業療法士又は管理栄養士による個別訪

問指導 

作業療法士 

実 1 人 

延 0 人 

管理栄養士 

実 0 人 

延 0 人 

地域介護予

防活動支援

事業 

介護予防教室の開

催、住民主体サロ

ンの活動支援、介

護支援ボランティア

への支援等、地域

での介護予防活動

を促進する取組み

を行う。 

介護予防教室 

延 120 回 

  1826 人 

住民主体サロン活動支援事業 

計 19団 体 

開催数 355 回 

参加人数 3960 人 

介護支援ボランティアポイント事業 

登録者数 19 人 

ポイント交換 11 人 

シニア元気づくりサポーター養成講座 参加者 12 名 

シニア元気づくり体操教室 

週１回 2個 所 

延 835 名 

介護予防 

普及啓発事

業 

講演会の開催や老

人クラブの行事等

に参加し、介護予

防について普及す

る 

講演会 1 回 78 人 

相談会 12 回 571 人 

出前講座 4 回 162 人 

普及啓発イベント(からだ測定会) 1 回 64 人 

 

（３）包括的支援事業・任意事業 

○事業内容：高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続できるよう、高齢者に関する相談を行う。

医療・介護・地域等との連携をはかり、地域包括ケアシステムの構築をすすめる。 

○対象者：６５歳以上の全ての者及びその家族や支援者 
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事業 内容 詳細 Ｒ６年度実績 

総合相談事

業 

高齢者に関するあ

らゆる相談に対応

する。 

総合相談受付 延 218 件 

権利擁護事

業 

虐待の早期発見、

消費者被害の未然

防止など、高齢者

の権利を守る取組

みを実施する。 

高齢者虐待対応会議  6 回 

虐待防止や対応方

法について、関係

機関との連携・協

力・情報共有等を

行う。 

高齢者・障害者虐待防止ネットワーク協議

会 

 2 回 

成年後見制度の利

用を促進するため

の体制づくりを行

う。 

成年後見センター運営協議会  2 回 

包括的・継

続的ケアマ

ネジメント 

高齢者支援を担う

様々な機関の間

で、連携体制を構

築する。 

ネットワークの構築 

 1 回 

民生児童委員との交流会 

ケアマネジャー研修会   1 回 

ケアマネ会支援   1 回 

地域包括支援センター運営協議会   2 回 

家族介護支

援事業 

要介護者やその家

族が住み慣れた地

域で安心して生活

を継続していくため

の支援体制を構築

する。 

認知症カフェ支援   2 回 

認知症サポーター養成講座 

  20 回 

  483 人 

認知症サポーター 

ステップアップ講座 

  1 回 

参加者 7 人 

徘徊高齢者等家族支援事業（ＧＰＳ貸与）   2 人 
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事業 内容 詳細 Ｒ６年度実績 

家族介護支

援事業 

要介護者やその家

族が住み慣れた地

域で安心して生活

を継続していくため

の支援体制を構築

する。 

徘徊高齢者等家族支援事業（ＧＰＳ貸与）   2 人 

おかえりネット 

事前登録者 14 人 

サポーター 272 人 

高齢者等損害補償事業   14 人 

わんわんパトロール隊 

登録者 12 人 

登録犬 21 頭 

認知症ケアパス ３月更新 

在宅医療・

介護連携推

進事業 

住み慣れた地域で

必要な医療と介護

サービスを受け生

活することができる

よう、住民への情報

提供や在宅医療と

介護の専門職同士

の連携体制を構築

する。 

住民向け在宅医療推進講演会   1 回 

専門職向け多職種連携研修会   2 回 

地域資源マップ公開   45 回 

医療・介護連携システム構築 

（電子連絡帳） 
  14 人 

地域包括ケアシステム推進協議会   2 回 

生活支援体

制整備事業 

高齢者の生活ニー

ズを把握し、多様な

主体による多様な

生活支援サービス

の提供体制を構築

する。 

協議体の開催   8 回 

コーディネーター活動 

ボランティア 

コーディネート 

協議体 

認知症総合

支援事業 

認知症の早期診断

と早期対応に向け

た支援体制を構築

する。 

認知症初期集中支援チームの活動（済衆

館病院へ委託） 
  7 人 

地域ケア会

議推進事業 

高齢者の自立生活

の支援や個別課題

の解決に向けて検

討する。 

地域ケア会議   6 回 
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（４）介護予防支援事業 

 ○事業内容：要支援認定者が介護予防給付サービスを利用する際のケアプラン作成・委託、サービス

の調整を行う。 

○対象者：要支援認定者のうち介護予防給付サービス利用している者 

事業 内容 Ｒ６年度実績 Ｒ７年５月実績 

介護予防支援事業（介護

予防サービス計画作成） 

介護予防サービスを利用す

る要支援者に対するケアプ

ランの作成・委託、サービス

の調整を行う。 

延 1041 人 延 251 人 

直営 419 人 直営 124 人 

委託 622 人 委託 127 人 

 

 

令和７年5月31日現在

契約日 事　業　所　名 所　　在　　地

1 平成28年4月1日 株式会社　福祉の里　北名古屋東ケアプランセンター 北名古屋市北野天神１３番地

2 平成28年4月1日 マウス・マウス居宅介護支援事業所 豊山町大字青山字高添１３６番地

3 平成28年4月1日 岩倉病院介護保険サービスセンター 岩倉市川井町北海戸1番地

4 平成28年4月1日 ケアプランセンタービィンズ 豊山町大字豊場字伊勢山３６６

5 平成28年4月1日 居宅介護支援クローバー 名古屋市北区東味鋺１丁目1028

6 平成29年2月21日 済衆館介護保険サービス・ケアプランセンター 北名古屋市鹿田西村前111番地

7 平成29年12月1日 あいの樹居宅介護支援事業所 名古屋市北区如意3丁目60番地ジェネス長谷川202

8 令和2年4月1日 小牧居宅介護支援事業所デプレ 小牧市大字北外山字桜井807番の5小牧クリニック内

9 令和2年8月1日 医療法人羊蹄会シルバープランてんとうむし 岩倉市曽野町郷前5番地

10 令和3年7月1日 居宅介護支援事業所かなめ 北名古屋市沖村東ノ郷65-5

11 令和3年9月1日 株式会社　しかつケアサービス 北名古屋市鹿田西村前111番地廻間109番地

12 令和4年9月1日 株式会社このみ 居宅介護支援このみ 名古屋市北区如意５丁目６番地　如意５－６店舗南側

13 令和4年11月1日 合同会社ふく ふくケアプランセンター 西春日井郡豊山町大字豊場字高前９１ 貴前ビル３０４号

14 令和5年4月4日 博愛ケアサービス合同会社 愛ケアプランセンター 北名古屋市九之坪天下地１０３番地

15 令和5年6月1日 西春日井福祉会 ケアプランセンターあいせ 北名古屋市六ツ師大島１５０番地 特別養護老人ホームあいせの里内

16 令和5年10月1日 居宅介護支援事業所　ノア 愛知県名古屋市北区西味鋺二丁目８０６の２　２０１

17 令和5年12月19日 居宅介護支援事業所太陽・千種 名古屋市千種区千種二丁目３番２４号　サンエースビル３Ｆ

18 令和6年11月20日 居宅介護支援事業所 ソーシャルワークス 愛知県小牧市新町１丁目３７１ コーポ・サン１０３

19 令和7年2月1日 けあまね美来 名古屋市守山区森孝１丁目１１０９番地　リエス森孝２０４

介護予防プラン委託先
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豊山町高齢者保健福祉審議会名簿（令和６・７年度） 

 

◎：会長  ○：副会長  

氏名 選出区分（所属等） 

 伊藤 文人 学識経験者（日本福祉大学教授） 

 久馬 厚 医療及び保健関係団体（歯科医師会代表） 

〇 水野 典昌 福祉関係団体（シルバー人材センター会長） 

 小塚 奈緒美 福祉関係団体（民生委員協議会代表） 

◎ 江崎 弘 福祉関係団体（老人クラブ連合会代表） 

 岡島 薫 福祉ボランティア団体（赤十字奉仕団委員長） 

 中村 里美 福祉ボランティア団体（㋵とよやまボランティア代表） 

 大鶴 雅美 一般公募 

＜任  期＞ 令和６年７月２１日～令和８年７月２０日 

＜設置根拠＞ 豊山町高齢者保健福祉審議会条例 
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豊山町高齢者保健福祉審議会条例 
平成１４年３月２９日 

条例第４号 
豊山町保健福祉審議会条例（平成１２年豊山町条例第７号）の全部を改正する。 
（設置） 

第１条 高齢者の保健及び福祉に関する施策を総合的、体系的に企画立案し、かつ、計画的な推
進を図り、もって高齢者の福祉の増進に資するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）
第１３８条の４第３項の規定に基づく町長の附属機関として豊山町高齢者保健福祉審議会（以
下「審議会」という。）を置く。 
（所掌事務） 

第２条 審議会は、次に掲げる事項について審議する。 
（１） 町長から諮問を受けた高齢者の保健、福祉に関する計画及び施策の策定並びにその変
更に関する事項 

（２） 介護保険事業計画の策定及び変更に関する事項 
（３） 高齢者の保健、福祉に関する計画の進捗状況の点検に関する事項 
（４） 高齢者福祉に関する事務事業の点検及び評価に関する事項 
（５） 高齢者福祉施設及び生きがい施設の管理運営に関する事項 
（６） 地域密着型サービスの指定に関すること。 
（７） 地域密着型サービスの指定基準及び介護報酬の設定に関すること。 
（組織） 

第３条 審議会は、委員１０人以内で組織する。 
２ 委員は、次に掲げる者から町長が任命する。 
（１） 学識経験を有する者 
（２） 医療及び保健関係団体の代表者 
（３） 福祉関係団体の代表者 
（４） 福祉ボランティア団体の代表者 
（５） 一般公募により選出された者 
（委員の任期） 

第４条 委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 
２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
（会長） 

第５条 審議会に会長を置き、委員の互選により定める。 
２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 
３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委員がその職
務を代理する。 
（会議） 

第６条 審議会の会議は、会長が招集する。 
２ 審議会の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開催することができない。 
３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによ
る。 
（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、生活福祉部保険課において処理する。 
（委任） 

第８条 この条例の定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、町長が定める。 
附 則 

この条例は、平成１４年４月１日から施行する。 
附 則（平成１８年３月２８日条例第８号） 

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 
附 則（平成２６年１２月１６日条例第２７号） 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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老人福祉法（抜粋） 

（昭和三十八年七月十一日） 
（法律第百三十三号） 

（市町村老人福祉計画） 
第二十条の八 市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以下「老人福祉
事業」という。）の供給体制の確保に関する計画（以下「市町村老人福祉計画」という。）を
定めるものとする。 

２ 市町村老人福祉計画においては、当該市町村の区域において確保すべき老人福祉事業の量の
目標を定めるものとする。 

３ 市町村老人福祉計画においては、前項の目標のほか、次に掲げる事項について定めるよう努
めるものとする。 
一 前項の老人福祉事業の量の確保のための方策に関する事項 
二 老人福祉事業に従事する者の確保及び資質の向上並びにその業務の効率化及び質の向上の
ために講ずる都道府県と連携した措置に関する事項 

４ 市町村は、第二項の目標（老人居宅生活支援事業、老人デイサービスセンター、老人短期入
所施設及び特別養護老人ホームに係るものに限る。）を定めるに当たつては、介護保険法第百
十七条第二項第一号に規定する介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み（同法に規定
する訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応
型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、地域密着型通所介護、認知症
対応型共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、複合型サービス及び介護
福祉施設サービス並びに介護予防短期入所生活介護、介護予防認知症対応型通所介護、介護予
防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護に係るものに限る。）並び
に第一号訪問事業及び第一号通所事業の量の見込みを勘案しなければならない。 

５ 厚生労働大臣は、市町村が第二項の目標（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、老人福祉セン
ター及び老人介護支援センターに係るものに限る。）を定めるに当たつて参酌すべき標準を定
めるものとする。 

６ 市町村は、当該市町村の区域における身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営む
のに支障がある老人の人数、その障害の状況、その養護の実態その他の事情を勘案して、市町
村老人福祉計画を作成するよう努めるものとする。 

７ 市町村老人福祉計画は、介護保険法第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画と
一体のものとして作成されなければならない。 

８ 市町村老人福祉計画は、社会福祉法第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画その他の
法律の規定による計画であつて老人の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたもので
なければならない。 

９ 市町村は、市町村老人福祉計画（第二項に規定する事項に係る部分に限る。）を定め、又は
変更しようとするときは、あらかじめ、都道府県の意見を聴かなければならない。 

１０ 市町村は、市町村老人福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを都道府県
知事に提出しなければならない。 
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介護保険法（抜粋） 
平成９年１２月１７日 

法律第１２３号 
（市町村介護保険事業計画） 

第百十七条 市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介護保険事業に
係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計画」という。）を定め
るものとする。 

２ 市町村介護保険事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 当該市町村が、その住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、人口、交通事
情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備の状況その他
の条件を総合的に勘案して定める区域ごとの当該区域における各年度の認知症対応型共同生
活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介
護に係る必要利用定員総数その他の介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み 

二 各年度における地域支援事業の量の見込み 
三 被保険者の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等となることの予防又は要
介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付等に要する費用の適正化に関し、市町村
が取り組むべき施策に関する事項 

四 前号に掲げる事項の目標に関する事項 
３ 市町村介護保険事業計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項につい
て定めるよう努めるものとする。 
一 前項第一号の必要利用定員総数その他の介護給付等対象サービスの種類ごとの見込量の確
保のための方策 

二 各年度における地域支援事業に要する費用の額及び地域支援事業の見込量の確保のための
方策 

三 介護給付等対象サービスの種類ごとの量、保険給付に要する費用の額、地域支援事業の
量、地域支援事業に要する費用の額及び保険料の水準に関する中長期的な推計 

四 介護支援専門員その他の介護給付等対象サービス及び地域支援事業に従事する者の確保及
び資質の向上に資する都道府県と連携した取組に関する事項 

五 介護給付等対象サービスの提供又は地域支援事業の実施のための事業所又は施設における
業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する都道府県と連携した
取組に関する事項 

六 指定居宅サービスの事業、指定地域密着型サービスの事業又は指定居宅介護支援の事業を
行う者相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象サービス（介護給付に係る
ものに限る。）の円滑な提供を図るための事業に関する事項 

七 指定介護予防サービスの事業、指定地域密着型介護予防サービスの事業又は指定介護予防
支援の事業を行う者相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象サービス（予
防給付に係るものに限る。）の円滑な提供及び地域支援事業の円滑な実施を図るための事業
に関する事項 

八 認知症である被保険者の地域における自立した日常生活の支援に関する事項、教育、地域
づくり及び雇用に関する施策その他の関連施策との有機的な連携に関する事項その他の認知
症に関する施策の総合的な推進に関する事項 

九 前項第一号の区域ごとの当該区域における老人福祉法第二十九条第一項の規定による届出
が行われている有料老人ホーム及び高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成十三年法律
第二十六号）第七条第五項に規定する登録住宅（次条第三項第七号において「登録住宅」と
いう。）のそれぞれの入居定員総数（特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者
生活介護又は介護予防特定施設入居者生活介護の事業を行う事業所に係る第四十一条第一項
本文、第四十二条の二第一項本文又は第五十三条第一項本文の指定を受けていないものに係
るものに限る。次条第三項第七号において同じ。） 

十 地域支援事業と高齢者保健事業及び国民健康保険保健事業の一体的な実施に関する事項、
居宅要介護被保険者及び居宅要支援被保険者に係る医療その他の医療との連携に関する事
項、高齢者の居住に係る施策との連携に関する事項その他の被保険者の地域における自立し
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た日常生活の支援のため必要な事項 
４ 市町村介護保険事業計画は、当該市町村の区域における人口構造の変化の見通し、要介護者
等の人数、要介護者等の介護給付等対象サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案して
作成されなければならない。 

５ 市町村は、第二項第一号の規定により当該市町村が定める区域ごとにおける被保険者の心身
の状況、その置かれている環境その他の事情を正確に把握するとともに、第百十八条の二第一
項の規定により公表された結果その他の介護保険事業の実施の状況に関する情報を分析した上
で、当該事情及び当該分析の結果を勘案するとともに、医療法第三十条の十八の五第一項の規
定による協議の結果（同項第四号に掲げる事項に係るものに限る。）を考慮して、市町村介護
保険事業計画を作成するよう努めるものとする。 

６ 市町村は、市町村介護保険事業計画の作成に当たっては、住民の加齢に伴う身体的、精神的
及び社会的な特性を踏まえた医療及び介護の効果的かつ効率的な提供の重要性に留意するもの
とする。 

７ 市町村介護保険事業計画は、老人福祉法第二十条の八第一項に規定する市町村老人福祉計画
と一体のものとして作成されなければならない。 

８ 市町村は、第二項第三号に規定する施策の実施状況及び同項第四号に規定する目標の達成状
況に関する調査及び分析を行い、市町村介護保険事業計画の実績に関する評価を行うものとす
る。 

９ 市町村は、前項の評価の結果を公表するよう努めるとともに、これを都道府県知事に報告す
るものとする。 

１０ 市町村介護保険事業計画は、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法
律第五条第一項に規定する市町村計画との整合性の確保が図られたものでなければならない。 

１１ 市町村介護保険事業計画は、社会福祉法第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画、
高齢者の居住の安定確保に関する法律第四条の二第一項に規定する市町村高齢者居住安定確保
計画その他の法律の規定による計画であって要介護者等の保健、医療、福祉又は居住に関する
事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

１２ 市町村は、市町村介護保険事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、
被保険者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

１３ 市町村は、市町村介護保険事業計画（第二項第一号及び第二号に掲げる事項に係る部分に
限る。）を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、都道府県の意見を聴かなければ
ならない。 

１４ 市町村は、市町村介護保険事業計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを都道
府県知事に提出しなければならない。 

 

 


